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る」（L’Humanite´ du 24 janvier 2011）という実
態から，フランスでもles aidants familiauxとい
う言葉は頻繁に使用されており（とりわけ
2006年７月の家族全国会議 la Confe´ rence
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long-term services and supports」という「他の
人々のニーズを支援する人の存在と役割を明示
する表現」（150頁）も提起される。ただし，
ナーシングホームなどの施設への入居防止・遅
延やその経済的効果，介護の継続可能性が重視
され，イギリスでなされたような仕事・教育・
余暇の機会をも享受する主体的介護者像（つま
り介護者の社会生活の保障）への理念的転換は
アメリカでは見られないと著者は分析する。そ
して最後に，アメリカでも要介護者への現金給
付である付添手当（attendance allowance）は，
直接雇用されるケアワーカーよりも家族や親戚
などの介護者に支払われる場合が「遥かに多く，
全体の４分の３前後を記録［し…，また］給付
されるサービスへの満足度は，現金給付の利用
者において高く，未利用者について相対的に低
い」（185頁）ことが明らかにされる。
第４章「社会的排除と介護者の包摂」では，
まず貧困と社会的排除の両概念が検討され，著
者は貧困自体をP. タウンゼントに従い所得や
資力の不足のみならず通常の社会生活への参加
の「剥奪deprivation」をも含む広い概念として
把握する。しかし，国連の1995年定義のよう
に貧困概念として「決定過程への参加までも視
野に収めることは，貧困と社会的排除との区別
を希薄化し，貧困を独自の概念として位置づけ
る意味を失わせかねない」（202～203頁）と
し，むしろEUの2003年定義に与して社会的排
除こそ決定過程への参加の困難性や剥奪をも含
むより包括的概念と理解する。評者もこの理解
を基本的には支持するが，しかし問題はいかな
る「決定過程への参加」なのかというレベルや
その質にあり，政治的意思や政策などの決定過
程からの疎外は「社会的排除」として概念化し
うるにしても，日常の社会生活レベルでの決定
過程への参加が困難な状態などは現代的な「貧
困」（とりわけ「関係的貧困」）概念に含めるこ
とができるであろう。
この章では次に，日本の研究者が社会的排除
を論じながら介護者や介護を担う子どもを全く
「等閑視」する現状が批判され，著者は特にイ
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ギリスの『介護者のための全国戦略』（1999年）
が「［介護を担う子どもを含めた］介護者に関
する政府の文章としては初めて介護者を社会的
排除の視点から位置づけ…計画の策定とサービ
スの給付過程への介護者の参加」（207頁）を
掲げたものであることを強調する。また，先進
福祉国家で「介護の社会化」が徹底し家族介護
者などは存在しないと思われがちな北欧諸国で
も，社会的排除との闘いに関するEU閣僚理事
会の決議（特に2001年ニース決議）に沿って
介護者支援のための政策文書が策定され，介護
者の社会的包摂を政策課題としていることも明
らかにされる。
第５章「介護者支援の政策体系と福祉国家類
型」では，国民のニーズに依拠して構想・制度
化されるべき社会保障の歴史において介護者の
ニーズへの関心は最も早くから介護者調査（人
口調査統計局の調査）を実施したイギリスでさ
え1980年代半ば以降の新しい動向であり，こ
れ以降イギリスを初めとして世界の少なからぬ
国々で介護者のニーズを周知し実現するための
「介護者憲章」が制定され，介護者支援の政策
体系（介護者に関する単独立法はイギリスの
1995年法を嚆矢とする）が整備されることが
まず詳述される。次に介護者への多様な経済的
補償とサービス給付の諸方法が検討された後
で，介護者支援を基準とした福祉国家類型化の
先行研究を踏まえながら独自の類型化が試みら
れる。その基準として介護者支援の体系性とそ
の水準と並んで，介護の自主的選択性を用いて
いる点に独自性が観られるが，こうして得られ
た４類型はG. エスピン－アンデルセンの３類
型に南欧型（ただし，ここにポーランドも含ま
れる）を加えたのとほぼ同じものになってい
る。
終章「介護者支援の背景と介護保障の再構成」
では，最初に介護者の無償労働に関する貨幣評
価や介護者の低い労働力率，更に介護者の所
得・貧困率・健康状態などが介護責任を負わな
い人々との対比で明らかにされる。次に，こう
した介護者の貢献と共に劣悪な状態が多くの介
護者調査を通じて知られるようになり，また介
護者・高齢者の団体などの非営利組織や種々の
国際機関によって介護者支援のための政策提言
が1990年代から国際的にもなされるにつれて，
とりわけヨーロッパで介護保障の再構成とその
制度化が国の重要な政策課題の一つとなって行
く過程が詳述される。これに対して日本では，
厚生省『昭和38年高齢者実態調査報告』
（1964年）に初めて介護者に関する質問項目が
挿入され，また1980年代半ばから最初は研究
者によって，1986年からは総務省『社会生活
基本調査』で介護者の生活時間調査（わけても
介護作業の時間帯別行為者率に関する独自な調
査）なども継続的に実施され，更に介護者を直
接の対象とする支援に関しても1988年以降に
研究者や社会福祉協議会などによって介護者の
社会参加の促進という目的に沿った提案がなさ
れてきたにも拘わらず，結局のところ今日まで
介護者を対象とする手当やサービスが地域を超
えた国の一般的な支援制度としては採用されて
いないことを著者は問題にする。そして，そこ
に国際的にも特異な「介護の社会化」論の影響
が指摘され，社会化の方法として要介護者向け
措置の偏重が明らかにされるが，評者としては
この「特異な議論」（325頁）に関するより理
論的な掘り下げを期待したいところである。
最後に，本書には著者のこれまでの介護問題
研究の蓄積を踏まえて随所に重要な指摘が見出
されるため内容紹介に重点を置き，各章ごとに
若干のコメントを付すにとどめたが，それは何
よりも，65歳以上の高齢者比率が既に23％を
超えて世界で最も高齢化が進んでいる「課題先
進国」日本にとって児童の保育や障碍者への支
書評と紹介
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援をも含むケア問題（とりわけケアを要する人
とケアする人の両者への支援問題）への本格的
取り組みが喫緊の課題であることは恐らく誰も
否定しないであろうから，多くの人が国際的視
野からケア問題を考察するための豊かな示唆を
本書から汲み取って欲しいと考えたからである
ことを付記したい。
（三富紀敬著『欧米の介護保障と介護者支援
―家族政策と社会的包摂，福祉国家類型論』ミ
ネルヴァ書房，2010年10月刊，385頁，定価
6,500円＋税）
（ふかさわ・あつし 立命館大学衣笠総合研究機構
特別任用教授）
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